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要約
本稿では，地震時に最も懸念されている地震火災に富犠に関係する市街地状況について，
その調査結果の概要及ぴ火災危険性について言及する。
東京の市街地全体では，木造建物は減少傾向にあり，防火造建物が主体の建物状況になっ
ている。
特別区においては，木造建物が著しい減少を示し，反面防火造建物の著しい増加及び耐
火造建物の増加による延焼危険'性は小さくなる傾向にある。しかし，建物の密集化，空地
の減少及ぴモルタル壁の地震被害を考慮すると，地震火災の危険性は依然として存在して
いる。
多摩地区においても，防火造建物主体の市街地であるが，木造建物も多く存在しており，
耐火造建物の割合が低いことから，市街地大火が危慎される。
はじめに
東京は，大正12年の関東地震以降，大きな被害
を被った地震を経験していないが，被害地震の発
生が危慎されている。
このため，東京消防庁では関東地震の被害を再
現しないため各種震災対策を推進しているが，そ
の発端となったのが昭和36年7月に学識経験者に
よって構成する東京消防庁火災予防対策委員会か
ら答申された「東京都の大震火災被害の検討」で
あり，大震火災被害に対する諸対策の必要性を提
起した。
その後，昭和39年6月の新潟地震の発生により，
多大な被害をもたらしたことから，震災対策の重
要性が叫ばれた。また，この年に故河角博士によ
り関東南部地震69年周期説が提唱され，東京の震
災対策を促進すべきことが強調された。
このような中で，昭和46年10月東京都は「東京
都震災予防条例」を制定し，各関係機関・事業所
及び住民の総合的協力体制の確立を図った。東京
消防庁では，この条例の趣旨に沿った震災対策を
効果的に推進するため，地震時の出火危険及ぴ延
焼危険について地域別に測定している。その基本
データとするため，昭和47年に第 1回目の特別区
の市街地状況調査を実施した。
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その後，概ね5年毎に市街地の状況について，
調査を実施し，市街地に内包する災害発生要因を
とらえることを目的とした，建物，道路，空地等
の状況を調査している。昭和59年に実施した特別
区第3回目の調査結果とあわせて多摩地区の市街
地の概要をまとめたものである。
市街地状況調査の内容
(1)調査経過
特別区及び多摩地区の調査の実施状況は表1の
とおりである。
表 1 調査の経過
¥¥ 特別区 多摩地区
第一回 昭和47年3月 昭和50年10月
第二国 昭和54年8月 |昭和5開月
第三国 昭和59年8月 昭和62年予定
』一ー
(2)調査対象区域
特別区は全域とし，多摩地区は原則として建ぺ
い率10%以上の地域を対象とした(表2)。
表2 聞査対象区域
特別区(昭和59年8月末日)
???ー???
????
? ? ?
?
??? ?
?
?
??
? ?
??
?
多摩地区(昭和56年8月末日)
多摩地区|調査対象区旗 26市5町
2 1 消防署管鎗&1面積|面 積
1. 1 6 1凶 426.85b11 1. 617 町丁目
注:埋立地，運河，入江等を含む。
(3)調査項目
特別区及び多摩地区ともに，建物構造，道路及
ぴ空地などの状況を表3の区分により調査を行っ
た。
表3 調査項目分類
分類番号 建 物 等
1 木屋造外特建殊物可燃物集積所
2 防火造建物
3 簡易耐火造建物
4 3倍以下の耐火迄建物
5 4倍以上 " 
6 震災時過行可能道路
7 空地A( 1辺40-70m)
8 空地B( 1辺70m以上)
9 空i也(!空地Aより規僕の小さい公園)
10 その i也
1 対象地域外(神奈川県、千葉県、崎玉県)
(4)調査方法
消防署員(東久留米・稲城市の両消防本部を含
む)による現地調査結果を1/2，500地形図上に項
目ごとに色別表示した。
(5)集計方法
面点分布法(地形図上に設定した格子の交点を
サンプリング調査するもの)により，各々の項目
について面積を測定した。なお，格子の間隔は10
m (実距離)とした。
調査結果は町丁目及び、250mメッシュ(国土調
査法施行令第2条による同別表第9座擦を基準点
とした)を単位として集計した。
(6)用語の定義
建物構造のうち本稿で使用する木造及び防火造
の定義は次による。
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木造:柱，梁，土台等の建物の主たる部分が木
材である建物で防火造以外のもの。
防火造:主たる部分が木材で，外壁及ぴ*裏が
鉄鋼モルタル塗り，しっくい塗り等の構造とした
もの。
2 調査結果の概要
(1)特別区
ア構造別建物棟数
構造建物棟数は図1に示すように，全建物棟数
は約157万棟であり，木造及び防火造建物が84%
を占めている。簡易耐火造及び耐火造建物の棟数
は調査毎に増加しているが現在でも全体の16%に
すぎず，割合はまだ高くない。
Ii!相，;写3月
I::U.'31叫“‘
明岨臼年~ q 
ae:u ..;;.1担柑
図1 建物構造別推移
全建物棟数は，昭和47年から昭和54年までに約
14万棟の増加を示したが，その後，昭和59年まで
の問に約9千棟の減少に転じている(表4)。
表4に示すように，木造建物は著しく減少して
おり，昭和47年当時64万棟であったのが昭和59年
には33万棟と半減している。その反面，木造建物
の減少棟数にほぼ匹敵するように防火造建物が著
しく増加している。
一方，地域別な建物棟数の状況は，表5に示す
ように、千代田，中央，港など都心部を中心に木
造及び防火造建物がともに減少し，不燃化の傾向
が認められる。特に，図2に示すように，都心3
区の耐火造建物の棟数割合が高くなっている。
江戸川及び葛飾区などの周辺部では，建物棟数
が増加しており，なかでも防火造建物の増加が主
体となっている。
イ 建物階数
建物の階数別分布を表6に示す。木造及ぴ防火
造建物の平均階数は，1.84階であり徐々に上昇す
る傾向にある。木造平屋が減少し，防火造2階建
が大幅に増加しているためである。
特に防火造建物は 2階建が95%を占め，木造
建物の割合を大幅に上回っている。耐火造建物で
は 5階以下が87%であり， 10階以下が98.6%に
達している。 11階以上の建物はまだ2，670棟と少
ないが，昭和54年に比べると900棟増加している。
これら， 11階以上の建物が多い地域は，千代田，
中央，港の都心3区と品)1，新宿，渋谷，江東及
び板橋の各区で，副都心及ぴ高層住宅団地の存在
する地域である。
ウ建物混成率
建物混成率とは，全建物の建築面積に対して，
木造，防火造(簡易耐火造を含む)及び耐火造建
物の建築面積がそれぞれ占める割合を表わしたも
のである。
表4 建物棟数の推移
(A滅}
~ご空 昭和47年3月 昭初54年8Jt 第1図司第2図 昭拘59年8月 第2副...第3回(第1岡) (1¥2図} t曽減 {第3図} 地減
木 造 640.665練 463.027僚 A 177.638t章 331.389機 A 131.638t車{含む特級)
防火造 683.508 912.808 229.300 983.564 70.756 
簡易耐火造 28.023 47.057 19.034 58.581 11.524 
耐火遺 86.438 154.236 67.798 194.946 40.710 
d日、 計 1.438.634 t車 1.577.128機 138.494t壷 1.568.480機 A 8.648梅
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表5 区別構造別建物棟数
咽掬 59寧{第 3I!J ) 咽細5f1ll<lIIZliI】
区 名 *a.. 情火遣軍司1:-盤耐姐暢 耐火.118 小 It' 京a・a町火.atlIa|・竃耐姐軸 鶴来通電電揖 'ト If 
千代園 1.312・a・18・ 4281 7.57 2- 14.910圃 2.289'" &.021- 277' 6.064- 14.&51-
中
• 
4，049 a・58 608 8.836 21.951 4.782 8.890 540 7.753 %1.965 
iI 4.691 I直.620 U6I 11，319 33.898 &.455 19.8・s 1.292 9.997 37.589 
畠 1 1.849 ‘2.340 L9H 7.595 59.7 29 lo.s・6 41.711 1.652 且.946 59.925 
犬 111 30.142 76.968 s.a 15 12.1 tZ 125.037 ‘3.220 1&.952 4‘5& いー509 124.13; g 属 9.45. 27.189 1.267 主;37 45.652 13.999 2&.706 935 4.606 46.246 
世t1 3 4G，31¥ 1&.370 3.668 1.3，654 144，073 53，453 77.058 2，675 10.・55 1‘3.&41 
• 
谷 主.787 2&.010 U78 U ¥3 42.258 1.283 24.438 950 7.006 40.671 
If • 5.581 34.870 949 11.933 53，3 40 且312 37.722 895 9.827 5&.756' 申 Ifl 1z.o87 40.559 U92 s，5 96 59.534 1&.3‘' 3 8.19~ 838 4.552 59.931 g 釜 27.555 6主638 2.159 7.922 10U~4 35.917 58.462 L492 o.a65 102.;36 
文 京 U3S 24.518 70・ 7.286 38.“E 9，t 99 25.020 &47 1 o.i6i 40.833 
• • 8.191 37.675 UH 7.506 54.51& 11.331 35，6i3 999 主5;7 53.580 定 U75 ‘邑311 却&2 7.019 15.237 13，76‘ 45，¥65 L663 主.900 6&.492 援 .1 ¥TJ‘= 53，OU 2.879 8.812 IUS9 22.808 S3，OU a・32 7.335 15.641 
• 島 37.11・70.560 3.9811 8.658 119.020 51.51・59.813 ~182 ‘.111 l1U・0台 軍 5.732 ZL747 1S7 IU5・ 39.990 7.236 ZUI9 U63 1958 40，o<& 
駕 1. 1.0711 28.393 L700 4.970 4U39 邑237 29.468 1.572 3，;¥6 42.993 
足 lt 1 32.4‘' 7&.・03 8.885 且838 124.575 48.781 6~56 4.912 且i89 123，15a 
ー
園 &.271 33.257 2.589 &.227 5G，3U 乱384 34.615 2.475 6.011 51.492 
z 東 IIJII 31.301 5.228 且764 5L.・n 9.810 33.&53 4.478 7.207 5S.IU g _1 20.5111 5UZ9 4・03 8.812 18.7‘。 28.3U 49.213 2.9¥3 4.605 .S.17T 
E 戸川 2&.233 72.921 5.57・ 且741 IllA7I 3t.99Z S5.0tIO 邑.499 4.7U 105.27・
小 It' 133¥，319 983.51・58.581 194.9・6 1.568.480 -・3，027 9¥2.801 47.057 154.2 36 L577.¥21 
(l!I) *--健也Eは.・外持母可也.... /Ji骨:t壱倉む・ (~U ) 電相鈍隼冨寓査でtL埋立鎗記晶る竃窃1.，畠虜埋立崎署菅情
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図2 酎火造建物の推移
表6 構造別階数別棟数の推移 (...嵐}
X 木造建物 情火適温鞠 間易耐火温浬物 耐克直辺倒平 鹿二階以上程外特鼠可 平 屋ニ指以上 平 屋二局以上 1-3指 4-5・ 5-7I1118-IIR11I-12lI11311以上 1t 舗 韓網健物集嶋両時 1¥11 .. {楊 梅岡 側 鱒側側側側
昭総得
221.391 240.395 1241 58.958 853B50 20251 
811 
26B06 91.516 45.037 10251 5.709 1.098 625 1.577J28 
情聴同年
146.091 180.081 1217 53.746 929BI8 21.046 37.535 115.7&3 55J t7 13J94 8202 1.722 948 1.568.480 8月
噌揖 品 .75.300.060，314 . 24 . 5212 75.968 795 10.729 24247 IOD80 2.9‘3 2.493 624 323 畠 8.648
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衰7 建物混成率(構造別建築面積の割合) 表8 250mメッシュ単位の耐火率分布
該当メッシュ数
、¥¥¥¥ 木 造 防火造 耐火造 耐火率 (全体に占める割合克
59年調査 17.2% 53.6% 29.1% 
特別区平勾 ( 6.6%減) ( 2.7%増) ( 3.7%地)
5.年調査 23.8% 50.9% 25.4% (11.3%減) (u%増) ( 6.4%増)
47年調査 34.9% .6.1% 19.0% 
特別区の混成率は表7のとおりであり，木造建
物の混成率は棟数の減少にともない昭和59年には，
昭和47年当時の1/2の割合になっている。その反
面，耐火造建物は1.5倍に増加し，建築面積の割
合が29%を占めている。
地域別の耐火造建物混成率は，図3に示すよう
に，都心3区で60%を越えているが，杉並，練馬
及び江戸川などの周辺部では20%未満になってい
る。
。-10%未諸
10-20% H 
20 - 30完
30-40% " 
40 - 50 費~
50-60% " 
60 - 70箔，
70-80% " 
80-90% " 
90 -100 %以下
dEhZ h 計
2.974 メッシ品
(28.66$) 
2.054 
(I 9.79 %) 
1.604 
(l 5.4 6 %) 
1.09 1 
(l 0.5 1忽〉
702 
( 6.76%) 
515 
( 4.96%) 
396 
( 3.82 %) 
318 
( 3.06 %) 
254 
( 2.45%) 
469 
( 4.52 %) 
1 0.3 7 7 
(I 00.0 %) 
また，表8は， 250mメッシュごとの耐火造混
成率の分布状況であり，耐火造混成率が70%を超
える地域は区部の10%にすぎず， 20%以下の地域
がち0%を占めている。 250X250mメッシュ:特別区全地域で10，377メッ
シュである。
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図3 区別建物混成率
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図6 区別平均建ぺい率
このように，特別区全域では，まだ低い耐火造
混成率を示しており，都市の不燃化は現在でも低
いと言わざるをえない。
図4は，建物混成率と平均延焼速度比(市街内
の建物すべてが木造の場合の延焼速度を1.0とし
たとき，防火造の場合を0.6，耐火造の場合を O
とし，その地域の建物混在状況によって決まる延
焼速度の比)との関係を示したものである。
棟数の推移と同様に木造が大幅に減少し，防火
造及び澗火造混成率が増加している。図4をみる
と，耐火造混成率が20-25%を境として，それ以
下の地域では木造が減少し，防火造が増加する傾
向が強く，耐火造が25%に達した地域では，耐火
造混成率が急激に上昇する傾向にあり，延焼速度
比も急激に減少することが認められる。
エ空地率
市街地大火の場合に延焼遮断又は阻止効果を有
るものとして空地の状況について調査を行った。
調査の対象とした空地は次のとおりである。
① 幅員が40m-70m未満の河)1，軌道敷，道
路等及び'3，∞Om'以上8，OOOm'未満の公園等の空地
(空地A)
② 前①の空地より規模の大きい空地(空地B)
図5は各区別の空地率B (単位面積に占める空地
Bの面積割合)の現況を示したものである。
東京湾岸の埋立地を有する区及び大河川の流域
の区などで高い空地率を示している。しかし，こ
れら特定の地域を除くと，一般市街地内での空地
の分布は極めて少ない。
250mメッシュで算定した結果で、は，特別区の6
0%が空地率10%未満となっている。昭和54年以
降の空地率に大きな変化はみられないが，わずか
に減少している。
オ建ベい率
図6に各区別の平均建ぺい率(前述2(1)エの
大規模空地を除いた面積に対する建築面積の割合)
を示した。
特別区の全建物平均建べい率は41.4%と前回よ
り2.1%増加しており，図7のように都心周辺で
高く，外局部で比較的低くなっている。
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一方，火災時に延焼しやすい木造と防火造建物
の建ぺい率は29.3%と前回より0.1%減少してお
り，都心3区が特に低くなっている(図6)。
(2)多摩地区
ア構造別建物棟数
構造別建物棟数は図8に示すように，全建物数
は約68万棟であり，木造及び防火造建物が92%を
占めている。簡易耐火造及ぴ耐火造建物は前回に
比べ増加しているが昭和56年現在で，全体の8%
にすぎず，特別区の昭和47年当時の割合に等しい。
全建物棟数は，昭和50年から昭和56年までに約
16万棟増加し，構造別には木造建物が3千棟減少
したほかは増加している。特に防火造建物は約15
万棟の大幅な増加を示している(表9)。
一方，地域別にみると，建物棟数が昭和50年当
時に比べほとんどの市町村で増加しており，その
中でも八王子，町田などの9市町で5千棟以上増
加している。
イ建物階数
木造及び防火造建物の平均階数は1.6階と昭和
50年から0.2階と大幅に高くなっている。木造建
物では平家が65%占めているが，防火造建物では
逆に2階建の建物が'86%を占めている。
耐火造建物では 5階以下が97%を占めており，
6階以上の建物の割合は極めて少なく，特別区に
比べ低い階数になっている。
ウ建物混成率
多摩地区の建物混成率は表10のとおりで，木造
建物が減少し，防火造建物，耐火造体物が増して
いる。地域別にみると清瀬，多摩，武蔵野の各市
で25%を超えた耐火造建物混成率を示す反面，秋
)1，日の出，五日市及び奥多摩の各地区は10%未
満となっている(図9)。
図10は建物混成率と平均延焼速度比との推移を
示したものである。全体的には，木造建物混成率
が減少し，防火造建物混成率が増加するのが主で，
耐火造建物混成率の増加は多摩及ぴ清瀬を除いて
緩慢である。
また，表11は250mメッシュごとの耐火造混成
率の分布状況であり，耐火造混成率が70%を超え
る地域は多摩地区の 7%にすぎず， 20%以下の地
域が71%を占めている。
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図8 建物棟数の推移(多摩地区)
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表9 市町村別構造別建物棟数
昭和 56 年(第 2 回) 昭和 50 年 (第 1 回)
市町明書 京逓信物 f'語均建物 i・蜘地糊』磁油輸 1 'J 計 木造建物 防士通建朝 j圃晶耐火適量割 1副大道湿鋤 小 針
立 1 14.427 i 12.815 I 725 I 2.022 29.989 1 14.375 ; 7.401 I 722 LI58 ， 23.556 
題 島 12.696 I 7..88 7i6 1.137 2 2. ~17 12.226 I 4.530 521 ~ 662 17.939 
国 立 7.~21 5. ~73 2J7 953 13.664 8.477 3.203 Z33 i 670 12.583 
小金井 9.169 a158 339 .-、，ω7 19.703 12.992 邑159 231 631 2Q.~ 19 
国分寺 10.805 s. ;12 390 ;.~8~ =1.987 lo.H27 4. 25~ 1 152・ 553 15.786 
平 16.043 : 1;.839 75! l..f9 32.203 17.202 8.037 309・ 897 ! 26.445 
jt竃野 且 ~48 I 1.999 306 !..Ji 2:.170 11.532 且325 201 i ユ05~ 2:..~ t!-
国 鰭 5.672 6.a6 241 -e-dd - 13.182 7.676 3.899 208 530 1!313 j 
保 甚 10.270 I &879 291 793 2D.233 11.647 邑272 159 472 11.550 
ー a 11.940 16.174 ;13 1.9H 30. 773 15.519 ， 10.902 I 825 1.431 2U7宇;
a 布 12.156 i lj.~OI 772 ~099 32.428 15.847 1 12.251 655 ， L283 30.036 
府 申 21.147 I 17，i}; 1.440 :!82 ~2. 686 25.951 10. 736 I 881 1.561 ' 39.129 ， 
日 野 13.188 I 13. 759 965 1.980 29.892 12.607 邑229 LI39 1.161 21.:36 I 
町 国 31.456 I 22.030 806 :'551 56.853 24. 734 乱414 545 1.057 35. 750 
八王子 3&843 45.153 2.403 ':'698 91.097 35.364 j 1&126 871 3.037 57.398 
膏
• 
15.326 且493 487 1.105 2且411 14.458 1 2.952 296 520 1&226 
東村山 11.716 1..111ι 170 1.291 25.988 13.545 j 2. 6~6 191 618 ' 17.000 
編 生 7.610 5.086 386 51~ 13.596 7.477 3.507 242 334 ' 1 L560 
羽 村 邑124I 4.89~ 888 482 12.388 邑246 1.677 J 557 ! 245 8.725 
趨 砲 主242 620 183 8.837 5.000 I 969 I 357 114 邑440
抱 江 邑279 5. ;18 129 537 12.663 5.001 孟146 141 ' 213 8.501 
東大和 且751 5.934 369 548 13.602 7.480 I 2.455 I 104 ， 360 i 10.39. I 
11:&村山 3.418 430 ! 9・. 9.655 ι723 LI89 I 206 643 7.76・ i
市 画面 4.960 ';'8;0 : 306 916 11.052 4.283 ， 2.069 I 381 ! 427 ， 7.16~ 
歓 1 10.022 1231 449 I 22i 13.929 邑388 I L288 108 ; 7.883 ! 
目白血 2.750 2.051 2.; 75 且100 o ' 。i 。i
E 田市 5.023 1.858 : 121 214 ! 7.216 。t 。1 。; 。i
察署lIt 500 10 17 " ・-. 550 2 I 14 I 431 i 
~ 摩 対 17I 1159 273 1.161 ' !0.210 邑107 I 1.862 i 252 7.959 : 
東久留米 ;.846 ! 且351 87f. 1.073 19.146 乱781 J 259 1 935 i 15.589 I 
需 liI 且628! ! 712 2S0 I :70 10.060 7.760 I 1.360 i 181 ， 317 I 9.618 ; 
合 Z十 33ユ255I 295.133 17.751 ! 3i.341 ' 6S;.480 33..616 i 149.496 I lC9o5 i 2~ i341 518. 761 1 
(之、軍近辺羽棟敢に!!.Ii~特殊司忽句集犠所心~モ富むt
表10 建物混成率(構造別建築面積の割合)
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図10 混成率・平均延暁速度比の推移
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表1 250mメッシュ単位の耐火率分布(多摩地区)
混成 E11m 耐火 aE
0以上 -10未溺 4.528 (55.30) 
10 • -20 • I ， !.!H ( 15.33) 
20 • -30 • I ，! H ftlO7) 
30 • -40 • I ， .c~~ ( 5.60 
40 • -50 • I ~ ! ~ ( 179) 
50 • -60 • I ， H! ( 2.43) 
60 • -70 • I _1 ~ ~ 
( 1.87) 
70 • -80 • I ， H2 ( 1.59) 
80 • -90 • I ， .1 ~ ~ ， _ー. ( 1.49)| 
90 • -100 ， ~~~， 
( 149) 』
It I ~全E毎事，K，占gめ''''る.割a歯zs4a1，ω.，，，紛吋l 
エ空地率
mgllは多摩地区の空地率Bの現況を示したもの
であり，空地率が30%以上の高い地域は多摩，府
中，東村山，清瀬，日野の 5市でいずれも耐火建
物の地域に占める割合の高い地域である。
250mメッシュで算定した結果では，多摩地の3
6%が空地率10%未満になっている。
オ建ぺい率
図12に市町村別の平均建ぺい率を示した。
多摩地区の全建物平均建ぺい率は27%であり，
中央線沿線の地域が高くなっている。
特別区と比べると全建物平均建ぺい率は， 15% 
ほど低くなっている。
3 市街地構造と地震火災
(1)調査結果にみる市街地構造
特別区(昭和59年)及び多摩地区(昭和56年)
の調査結果から次のような市街地構造の変化か認
められる。
① 特別区全域では，木造建物が著しく減少
し，防火造及び耐火造建物が増加しており，
建物構造面でみると燃えにくい方向に推移
している。
特に，都心3区では防火造建物も減少し
ており，耐火造建物の面積割合が極めて高
いことから，震災時の市街地大火の危険性
は小さくなっている。
周辺区では，防火造建物が著しく増加し
ていることから，平常時に火災については
良い方向に推移している。
しかし，建物か官集する傾向にあり，小
規模空地が減少していることから，震災時
には火災の延焼危険が増大している。
② 多摩地区全域では，木造建物がわずかに
減少し，防火造建物及び謝火造建物が増加
しており，建物構造面では燃えにくい傾向
にある。
建ベい率が特別区に比較して低いが，木
造建物混成率が高いこと及び道路状況が悪
いことから，西部地域に延焼危険の高い地
域がみられる。
(2)不燃化の状況
昭和51年10月に山形県酒田市の火災は強風にあ
おられ， 1，774棟を焼失する大火となった。この
火災は現在でも条件によっては大規模な市街地火
災に至ることを示している。
昭和52年度から実施された建設省総合技術開発
プロジェクト(防火手法の開発)で検討された市
街地火災に発展する可能性をもっ市街地構造のシュ
ミュレーション結果によると、不燃領域率が70%
を超える場合には大火に発展しにくいとされてい
る。
〔不燃領域率=空地率+(1一空地率)x耐火率〕
市街地状況調査の結果では，特別区では表8で
前述したように耐火率70%以上の地域は約10%に
すぎない。空地の存在を加味しても耐火率が60%
以上の地域でみても約14%にすぎない。
また，多摩地区では表10で前述したように耐火
率が70%を超えるのが約7%にすぎず，空地を加
味しでも耐火率60%以上の地域でみても約9%に
すぎない。このことから特別区及び多摩地区とも
に市街地大火に至る可能性のある地域が広い範囲
を占めているといえる。
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(3)防火木造の地震被害
調査結果からみられるように，特別区及び多摩
地域とも防火造建物が主体になった市街地構造に
なっている。防火造建物の延焼速度は木造建物の
延焼速度の6割程度と考えられていることから，
市街地の緩燃化という意味では安全側に推移して
いると認められる。
しかし，防火造建物には耐火造建物のような延
焼を遮断する効果が乏しい。
さらに，地震時の防火モルタル壁の被害につい
て検討した「市街地大火の延焼性状の解明と対策」
(昭和60年3月火災予防審議会答申)によると，
地震時のモルタル壁の亀裂，落下等の被害を考慮
すると，防火造建物は防火力が低下し，木造建物
と同様に燃えやすい状態になりうるという結果が
得られた。
したがって，防火造建物を主体として形成され
ている東京の市街地では，地震時の市街地大火の
発生危険性が高いといえる。
(4)メキシコ地震と火災
昭和60年9月に発生したメキシコ地震では，地
震発生後3日間で351件の火災が発生し，ホテル
やデパートが延焼した事例があった。幸いメキシ
コ市は，都市の骨格としての道路，公園などのオー
プンスペースが良好に整備されていること及び木
造建物が皆無に等しいことから，市街地大火に至
らなかった。
しかし，東京都内には，区部約32万件，多摩地
区約42万件のLPガス消費施設が存在し，メキシ
コと同様の出火を考慮すると，木造主体の都市構
造である東京都では，市街地大火の危険性が高い
と言える。
4 まとめ
これまで述べてきたように東京の市街地構造は
防火造建物主体で構成されていることから，平常
時にあっては安全側に推移していると言える。
しかし，地震時における被害を考慮すると防火
造建物の防火性能の低下，市街地の密度が高くなっ
ていることなどから，現在も地震時に市街地大火
が発生する危検性はなお存在していると言える。
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